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⑤�　多忙な経営者にかわって、情報をキャッチし、ある
いは会員の体験発表などいち早く広報紙（誌）で、流
してくれます。
⑥�　賃上げ、ボーナスなどのほか、中小企業にとって当
面する問題を早く適切にとりあげ、それぞれが、腹づ
もりや情報をもって話しあい、決断のための大きなた
すけが得られます。
⑦�　現代の経営者として、苦しみながらも頑張って生き
ていくことの意義と目的が明確になり、確信と誇りが
もてるようになります。

　会員をふやすには、まず、会員自身が同友会から得ら
れるメリットを十分汲み尽くし、その底知れない “力 ”と
“魅力 ”を感じとっていただくことです。
　同友会のもっている “力 ”と “ 魅力 ”は中小企業家が
真剣に取り組んできた “汗 ”と “血 ”の結晶なのです。同
友会のなかに一貫して流れるあたたかさ、若々しさと大
局観、これは真面目な中小企業家が苦労して築きあげた
同友会の誇りです。
　会員をふやすには、やはり会員が自分と親しい人、知っ
ている人に日常的に同友会の魅力について話して下さる
ことが一番確実です。
　具体的な方法として、次のようなことが考えられます。
①�　同友会の例会や、社員教室、経営相談などで「よかっ
た」とお感じになったことを、お知り合いの経営者に
話していただき、入会をよびかける。
②�　同友会の広報紙（誌）やニュースは、支障がない限り、
社内や出入りする人に見せていただき、その人たちが
知っている経営者によびかける。
③�　同友会の催しには、それらの方々に電話をして、一
緒に参加していただく。
④�　対象者を事務局に連絡し、できるだけ事務局と一緒
に訪問して、具体的な悩みなどの相談にのる。
　以上のほか、お互いに工夫して、「同友会に入会をよび
かけることは、誠意をもって相手を援けるのだ」という
確信をもって、全会員が心掛けて参りたいと思います。

どのように入会をよびかけるとよいかハ

会員をふやすメリットは何か？イ
　会員の中には、「会員数がふえるとつながりがうすれ、
中身が薄くなるのではないか」と心配される方もいらっ
しゃいます。
　しかし、例会、研究会、その他の活動をきめ細かに展
開することによって補っていけることは、すでに実証ず
みです。
　私たちは、会員がふえることによって得られるメリット
は次のような点であると考えます。
①�　会員の数がふえることは、中小企業経営者に役立つ
“辞書の一頁 ”がふえることで、会員をふやすのは自分
の教師を新たに迎えることです。
②�　新しい会員が絶えず入会することによって、例会や
研究会に新風が吹きこまれます。
③　会員間の取り引き基盤を拡大し、安心して取り引き
のできる対象先がふえます。
④�　会員の数は、社会的な発言力と比例し、会員の数が
ふえることは、中小企業の社会的地位を引き上げ、そ
の要望を実現するためのたのみになる力です。
⑤�　より積極的で、幅の広い運動をすすめるための財政
的な基盤を確立します。

①�　同友会の会員は気取らず、若々しく新しい時代に即
応できる感覚と力を身につけることができます。
②�　労使問題については全国的な経験が蓄積されてお
り、“人の問題 ”にかけては、他のいかなる団体にも見
られない、具体的な援助が得られます。
③�　同友会は率直に、親しく、真剣に学びあう雰囲気に
包まれ、本当の意味で心のよりどころとなり、孤独感
から開放され、良き友人、アドバイザーを得ることが
できます。
④�　行政当局、政党、労働組合、銀行、弁護士、税理士、
司法書士、興信所等あらゆる方面とのつながりがあり、
事務局に電話一本いただければほとんどの問題の解決
の糸口がみつけられます。

会員になることによって得られる�
メリットとは何かロ

入会を呼びかける3つのポイント
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　第 2に、仕事と人生との関わりをしっかりと自覚し仕
事の中によろこびや生きがいを見出すことができる人。
　第 3に物事を大局的な立場で本質的に判断でき、自主
的・創造的に対応できる人。
　第 4に、心身ともに健康で、私生活を自ら律していけ
る人。
　第 5に、人との触れ合いを大切にし、積極的な謙虚さ
をもってたえず成長をとげていく人。
　以上ですべてを言いつくしたとは思われませんが、基
本的なポイントをあげてみました。ひとことで要約する
と、「豊かな人間性に裏打ちされた知識と感性の持主で健
康な人」ということになります。これは、長年の経営体
験の中から経営者が従業員に求める人間像として集約さ
れたものです。現代に生きる人間像ともいえるものです。
売り上げを伸ばしたい、もっと利益をあげたい、だから
良い人材が欲しい、という要求から出発していろいろ論
議してつめた結果は、「まともな人間らしい人間がほしい
のだ」ということに帰結したのです。修羅場をくぐり抜
けるような厳しい経営環境の下では、あれこれの手法の
前に「まず人間である」ことの大切さを確認したものです。

■教育の原点
　私たちは、人間としてのベースが不確かな社員たちに、
あれこれの技術や技能を教え込んでみても、結果として
は社会のためにも本人のためにもならないことを体験的
に学びました。教育の原点は「まともな人間」を育てる
ところにあります。※『教育基本法』は、「個人の尊厳を
重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期するとと
もに、普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめ
ざす教育を普及徹底しなければならない」と、その前文
に明記しています。そして第1条には、「人格の完成をめ
ざし、平和的な国家及び社会の形成者として、真理と正
義を愛し、個人の価値をたっとび、勤労と責任を重んじ、
自主的精神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期し
て行われなければならない」と、教育の目的を明らかに
しています。教育基本法は、学校教育、家庭教育、社会
教育、企業内教育など、『教育』と名のつくすべてのもの
の基本をさし示したいわば「教育に関する憲法」ともい
うべき法律です。ですから前文には、「日本国憲法の精神
に則り、教育の目的を明示して、新しい日本の教育を確
立するため、この法律を制定する」と書いています。
　私たち経営者も憲法や教育基本法にたちかえって、教
育の問題を考えなければならないということです。家庭
も学校も、まともな人間を育てる機能を失ない、そのシ
ワが中小企業によせられています。だからこそ、求め
る人材を自力で育てる運動に取り組まなければならなく
なっています。
　政治的・経済的な不利に加えて、教育的な重荷をも背

同友会における社員教育

■はじめに
　日本経済において、中小企業が果している役割の大
きさはいまさら述べる必要はありません。生産・流通の
分野では 50％～ 60％を占め、わが国の就業労働者の約
80％が中小企業で働いています。中小企業をおいて日本
の経済は保たれないし、国民の生活も成りたちません。
ですから、中小企業の経営を守り、繁栄をめざすという
ことは、国民生活の安定と向上をめざすということに直
結しているわけです。また、中小企業の経営者が自企業
の発展に努力することは、国民の負託に応える社会的な
責務であるといえます。
　私ども「中小企業家同友会」はそうした全国民的な負
託に応えるべく『3つの目的』を掲げて運動をすすめて
参りました。その中心的な課題は「自主的に強靱な経営
体質をつくる」ことです。そのためには『人材の確保と
育成』が鍵となります。北海道からはじまった『共同求
人活動』が全国各同友会にひろがり、『社員教育活動』
と結合して、さまざまな形で発展しているのはそのあら
われです。
　中小企業の場合は、残念ながら経営基盤が脆弱ですか
ら『人材』は容易に来てくれませんし、『教育』の機会に
も恵まれません。また、当面の厳しい経営環境を切り抜
けるために、「すぐ役立つ人材」や「儲けに直結するアイ
デア」を求めがちです。即効的に人材は得られないとは
知りながら願望として求め続ける、これが偽らざる中小
企業の現実です。
　厳しい現実の中で、私たちはいつまでも堂々めぐりを
しているわけには参りません。「急がば廻れ」です。『人材』
とは何か、『教育』とは何か、の原点をみつめ、同友会ら
しい企業内教育のありかたを探り、その解決の方向につ
いての問題提起をしたいと思います。

■人材とは何か
　企業が求めている人材は企業に高い収益を安定して
もたらしてくれる働き手です。しかし、それがどんな人
物でも、どんな方法でも良いというわけではありません。
企業人としての手腕力量が問われる前に、人間として社
会的に信頼される人物であることが大切です。ながい同
友会運動の検証を経て、私たちが考える望ましい人間像
の5つの条件をあげてみましょう。
　第1に、周囲から信頼され、他人に思いやりがあり、リー
ダーシップがとれる人。
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■自主的に学ぶ気風を
　人間は、自分が欲しいと思ったときは全力を傾注して
手に入れようと努力します。ただやみくもに「勉強しろ、
勉強が大切だ」と言われても、具体的に自分にどのよう
な関わりがあるのかが解らなければ、本気で取り組むも
のではありません。押しつけが効くのは、自我が確立し
ない幼児期までで、それとても功罪半ばして良し悪しは
判断し難いのです。
　企業内の教育は、人間としての誇りにかけて学びたい、
学ぶのだ、という自覚と意欲を育てることに眼目をおく
べきでしょう。最近は「教育力のある企業が生き残る」
とよく言われます。それは、企業も人間も社会的な存在
であり、激動する情勢にフレキシブルに対応できること
が存続の条件であることなのだと思います。
　『激動の時代』といわれている現在の情勢が、歴史的
な大転換期の到来を告げる前ぶれであるととらえるのか、
単なる事象の多様化としてみるのかでは、その対応は全
く異なってきます。私たちは前者だと考えています。だ
からこそ、その激動に対応できるだけの力を貯えておか
なければならないと考えていますし、その必要性を訴え
ているのです。いわば、新しい時代の対応準備として学
ぶことが要求されているからです。
　そういう意味からも、経営者が社内に学習の気風を育
てることは歴史的な使命だと言えるわけです。

■同友会の社員教育
　私たちがいま取り組んでいる社員教育が「自分たちが
欲しい『人材』を自分たちで育てる」という外に、もっ
と大きな社会的な意味をもっているのだということをご
理解ねがいたいと思います。
　同友会の社員教育の理念は企業の内外に「共に育ち合
う土壌をつくる」ところにあります。中小企業は地域の
人々に支えられながら地域の人びとの暮しを支えていま
す。
　地域社会から信頼される企業、信頼される経営者と従
業員の集団にする、さらに、「人間が人間としてまともに
生きたい」というまともな要求に立脚してそれを守り育
てて行く、そういう関係をつくり上げて行きたいというの
が同友会のねがいです。そのために努力をして行くとい
うのが会員の決意でもあります。
　従って、同友会における社員教育は、たとえ技術・技能・
マナーの教育であっても一貫して次のことを追求したい
ものです。
　（1）�　お互いに現代に生きる人間としてどう生きたらよ

いのか。
　（2）�　現在の内外情勢はどのように変化しようとしてい

るのか、何故なのか、どうすれば多くの人びとが望
む方向に変えることが出来るのか。

負わなければならない現実があります。でもそういう立
場にあるからこそ本物の教育をよみがえらせる力をもっ
ているともいえるのです。現情勢が私たち中小企業家に
「新しい任務を負って頑張って欲しい」と要請しているの
だという自負をもちたいと思います。

■社員教育の効果と限界
　社員教育の必要性は認めながら「規模が小さいから手
がまわらない」「うちの社員に勉強しろと言ったって無理
だ」などの声も聞かれます。また、「とりたてて教育など
と騒ぎたてなくても、毎日の仕事を通じて体で覚えてい
くさ」と楽観的な現実論もあります。どれも本音だと思
います。社員教育のもっとも具体的で効果のあるすすめ
方は日常の仕事を通じて行うことです。それが基本だと
思います。しかし、その教育には限界があります。どう
しても、日常業務の範囲から抜けきれず、多面的に検討
したり深く掘り下げることになりにくいからです。
　その欠点を補うために、外部から講師を招いて社員全
員に話して貰う方法もかなりひろがってきました。何回
か続けることによって社内全体に視点をかえてみつめる
ことの大切さが理解されるようになります。この方法は、
全社員がある程度関心をもち理解できる範囲で、という
配慮が要求されます。そうでないと、聞いた後ディスカッ
ションや質問が全員のものとして活きてこないからです。
そうした配慮をしてもなお、満足する社員とそうでない
社員がいることを念頭におく必要があります。
　外部で開催されるさまざまな講習会や研修会に社員を
参加させる企業もふえてきました。本人の立場、経歴、
関心に合わせて出席させることができますし、他社の人
たちとの競い合いの雰囲気もあって効果があります。感
想文とかレポートの提出を求めて参加しなかった社員に
も知らせ、学習する意欲を育てるうえでも一定の効果が
期待できます。なんと言っても、必要な人に必要なこと
を学んで貰うという点で確実な教育法と言えましょう。
ただ、最近では営利を目的とする、あやしげな中身のな
いゼミも流行していますので、事前に十分な調査が求め
られます。
　社員教育の方法は、それぞれの企業に実情に応じて選
択して組み合わせることが大切です。どのような方法を
選ぶにせよ、（1）継続して粘り強く行うこと。（2）経営
理念と人間としての生き甲斐とを結合して理解できるよ
うに考慮すること。（3）最終的には人格の完成をめざす
自主的な学習意欲を引き出すこと。（4）経営者自身も常
に学びつつ、社員にとっての良き師、アドバイザーとし
ての援助を怠らないこと、が社員教育をすすめて行く上
で大切なポイントになります。
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繁栄はおろか生き残りも困難な環境です。

■社員による「会社の私物化」
　この激動期、従来の惰性の上にあぐらをかく傾向から脱
却できなければ、時代から取り残され、個人も企業も社会
的に存立する基盤を失います。だからこそ、科学的な愛情
を込めてそうした傾向を克服しなければなりません。それ
が今日における中小企業の生き残りをかけた、リストラの
中心課題です。
　「おれは勉強ぎらいだけど、言われた仕事はちゃんとやっ
ている。あんまり冷たいこと言わないでよ」。こんな態度
に出会うと、つい経営者はたじろいでしまいます。それが
本人の主体性を尊重することだとか、やさしさであるかの
ように勘違いしているように見受けられます。しかしそれ
は、「社員が会社を私物化する」ことを許す、経営者とし
ては無責任な態度といえないでしょうか。
　従来「会社の私物化」は、経営者側の問題と一面的に
考えられてきました。しかし、「個人のわがままで、会社
を駄目にする」行為をとがめる意味で、私物化が問題なの
ですから、社員が社会人としての自覚を持たず、わがまま
を通しているのに、「しょうがない奴だ、まー放っておけ」
と、あっさり許す態度は、それこそ経営者として社会的に
許されるものではありません。経営者にとって、社員にとっ
て、またお客さまにとっても大切な会社です。いわば社会
の公器というべき企業の存続を危うくするのですから。

■問いかけの気風を
　「そんなこと言っても、うちには部下を教育できる幹部
がいない」。よく聞く経営者の嘆きです。それは、同友会
が提唱する共育の意味をよくご理解ねがえないことの表れ
でもあります。
　中小企業の社員教育は、仕事の中で起こる問題を、社

なりません。第15回中同協総会の宣言は、同友会の求人
と、とりわけ教育の問題を簡潔に表現しています。
　「国民の大多数が働いている中小企業は、これからの
時代をになう人間を育てるための『たよれる学校』でも
あります。その誇りと自覚をもって社会的責務を果すこ
とにより中小企業の繁栄は約束されます。」というところ
に深い意味がこめられています。もう一度宣言の精神に
たちかえり、共同求人と社員教育にいっそうの努力を続
けて参りたいと思います。

※�ここでの「教育基本法」は、1947 年に制定された旧法
です。この法律は、2006 年に全面改定されました。

社員教育の今日的意義

■なぜ社員教育なのか
　このところ各地同友会で、「社員教育」が切実な要求に
なっています。この厳しい経営環境の中で、「企業は人なり」
が理屈抜きで実感されるようになったからでしょう。そこ
で、改めてみなさんと「同友会における社会教育」につい
て、いくつかのことを考えてみたいと思います。
　同友会は一貫して、「社内に共学・共育の土壌を育て、
活力ある企業づくりを」と、呼びかけてきました。それは、
激動する今日の情勢が、歴史的な大転換期の前ぶれだと
の認識にたっています。従来の価値観や惰性に安住して
いたのでは、個人も企業も対応できなくなります。科学性・
社会性・人間性に裏付けられた認識力が問われる歴史的
な局面です。その課題に真正面から取り組まなければ、主
体性をもって人間として生きたり、企業が繁栄することが
できなくなります。
　しかし、残念ながら中小企業の現状は、「勉強ぎらい、
頑張りぎらい、真面目ぎらい」な社員が少なくありません。
経営者がいくら「勉強しろ」といってもなかなかその気に
なってくれません。つい「勝手にしろ」と言いたくもなり
ます。でも、これからの時代を生きるためには、どんな人
でも今のままの知識や力量では足りません。よりフレキシ
ブルな対応力と、的確に判断できる分別力が求められます。
豊かな人間としての総合的な力がなければ、周りの人にも、
お客さまにもあてにされる存在にはなれません。現状のま
まで気のきいた暮らしを夢見ることは、客観的にはごう慢、
怠惰ということになります。そんな人の集団では、企業の

　（3）�　中小企業の地域社会に果している役割をしっかり
と認識する。

　（4）�　働くことと、生き甲斐との関係をつかんで、働き
ながら学ぶことの意味を知る。

　（5）�　経営者と従業員が共に学び合いながら、高次元
での労使の信頼関係・団結を確立する。

　以上のことを保障するところに、他の研修会と同友会
が行う社員教育とのちがいがあるのです。そのためには、
カリキュラム、講師陣、運営について『同友会らしい責
任』をもつ必要があります。当然ながら、講師、受講者が、
共に自主的、民主的に参加し、共に成果を得、その成果
をひろく会内にひろめるように心掛けることも忘れては
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③良い経営環境をつくろう、の三つの目的を掲げて運動を
進めています。①と②は経営者と社員の協力次第でなんと
かなるでしょう。しかし、③は自己努力だけではどうにも
ならない要素があります。円高、金融の引き締め、自然災
害、国際的な紛争などがそれです。ですから、中小企業
は持てる力を総動員して頑張っても、いつも安全で優位な
地位を保てるとは限りません。
　いざという時に、どう対応できるかが企業としての実力
です。仮に、全社員が自らの賃金を下げてでも、「団結し
て会社を守ろう」とする動きがでてくるようなら、素晴ら
しい企業です。社員が本音のところで、「自分を長いこと
大切にしてきてくれた、この会社こそが自己実現の場なん
だ」という思いを持たなければ、とてもそんなことは期待
できないからです。また、社員が「みんなで団結して頑張
れば、必ず良い会社にできる」という確信を持っていなけ
れば、そんな動きは現れてきません。
　いざという時、外部の支援が得られるかどうかの決定的
な分かれ道は、「経営者と社員の信頼と協力」の関係です。
またそれは、どんな時でも企業の生命力であることを確認
しておきたいと思います。
　この厳しい経営環境の中で、同友会が社員教育に一貫
して取り組んできた成果が、そこかしこにはっきりと表れ
ています。これからも、経営者と社員の「共育関係」をいっ
そう強化し、発展させて行きたいものです。
� 1994年 7月25日
� 「中小企業家しんぶん」
� 北海道中小企業家同友会　相談役　大久保尚孝

③�　いわゆる「マニュアル教育」です。「マニュアル」は
わかりやすく作られていますので、一見速効性があるよ
うに錯覚します。しかし、人間は育った環境も違い、個
性的で多様な存在です。同じ人間であっても、気分感
情は常に変化しています。ですから、人間を相手に商
売をしている限り、万人に通用する完全なマニュアルな
ど作れるはずはないのです。マニュアル教育の部分的・
一時的・段階的な効果を認めつつ、その限界性もきちん
と押さえておくことが大切です。
④�　人間を歴史的かつ科学的にとらえ、科学的認識力を
高め、中小企業で働く意義と人生とのかかわりをしっか
りと理解し、人間としての誇りにかけて自ら成長してい
く力を育てる教育です。同友会の社員教育は、基本的
にこのような考えに立っています。
　�　この教育理念は、人間を社会環境から切り離し、心
や精神のあり方を一面的に強調する宗教的・道徳的な

内みんなの教材として学び合うことが基本です。日頃から
あらゆる情報を共有しあって、ミス、クレーム、事故、成
果などなんでも「なぜ起こり、どう対応すべきか」、みん
なで真剣に考える習慣を身につけておくことが大切なので
す。OJT（on�the�job�training）を通して「みんなが先生、
みんなが生徒」の関係を職場の隅々に浸透させることです。
それが、同友会が提唱する共育的土壌づくりです。
　その問いかけ合いがどれだけのレベルで責任を持ちあ
えるか。納得が得られる筋が通った分かりやすい話ができ
るのは誰か。よく見極め、的確な指導と援助が必要です。
自主性を尊重し過ぎて放任に陥り、「スズメの学校」や「小
田原評定」になることは避けたいものです。幹部も経営者
も、その学び合いをコーディネートし指導するなかで、共
に成長できるのです。
　「無いからできない」ではなく、「必要なことは断じてや
る」努力を積み重ねてこそできるようになるのです。経営
者なら誰しも仕事を通してそうした体験を持っているはず
です。人間の力量は大半が、必要に迫られ必死になって
頑張ることで身につくものです。
　今の社会環境と情勢は、中小企業の経営者に、現代に
おける最高の教育者であることを熱烈に求めています。

■困難な時にこそ真価が
　あえていえば「中小企業はないものだらけの経営体」で
す。だから、経営者と社員の人的な資源こそが頼みの綱
です。当然ながら社員の採用にあたっては、企業の将来と、
社員の処遇を慎重に考えあわせます。
　同友会は、①良い会社をつくろう②良い経営者になろう

同友会の社員教育の考え方

　今、様々なところが社員教育をやっており、その考え方
を整理すると次のようにまとめることができます。
①�　人間を極限状態にまで追い込み、思考を停止させて、
ある行為を強制的にやらせる「特訓」の類です。これは
とうてい教育とは言えず、人間を獣のレベルまで押し下
げて、ムチで調教するようなもので効果も持続しません。
②�　人間を興奮と催眠状態にし、おだてて自信をつけさせ、
マインドコントロールする「自己啓発セミナー」の類で
す。しかし、このやり方では知的な力が蓄積されず、激
動の時代を生き抜く確かな人間力が養われません。
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視する「新学力観」が学校教育の中に広まりつつある現在、
人間として確かな未来を保障するものは何かをしっかりと
見定めなければなりません。
　「学習権とは、読み書きの権利であり、問い続け、深く
考える権利であり、想像し、創造する権利であり、自分自
身の世界を読みとり、歴史をつづる権利であり、あらゆる
教育の手だてを得る権利であり、個人的・集団的力量を
発達させる権利である」と謳う「ユネスコ学習権宣言」は
そのための指針です。今後とも、この「学習権宣言」を基
本にすえた社員教育をすすめてまいりたいものです。
� （『北海道同友』第27回定時総会特集号より）

してもらうことが大切です。就職ガイダンスへの講師派
遣、教育懇談会での交流を通じて、同友会の教育理念、
経営姿勢を理解いただき、未来を担う若者たちを共に
育てる協力関係をつくっていきましょう。
④�　他団体が行う合同会社説明会、あるいは営利目的の
リクルート事業と同友会の共同求人活動は全く違いま
す。同友会の行う共同求人活動は、中小企業に対する
正しい認識を広める社会運動であり、また、次代を担
う若者を人間的に育て上げる教育運動でもあります。私
たちは、そこに確信をもち、使命感をもって取り組みた
いものです。また、入社後の社員教育活動と連動させ、
次元の高い同友会運動を創造する気構えで共同求人活
動をすすめましょう。
⑤�　他県就職者への企業紹介が学校側に大変好評です。
これは全国ネットワークを持つ同友会の強味と魅力の一
つです。まだ十分とはいえませんが、まだ共同求人活動
を行っていない県でも、学生の就職相談には親身になっ
て対応しましょう。
⑥�　共同求人活動参加企業にかぎらず、中途就職者のお
世話などは全会員企業を対象に考え、実施することに
よって「就職のことならいつでも同友会へ」の気運を会
の内外に高め、実績をつくっていきましょう。また障害
者雇用についても、できるところから着手していきたい
ものです。
� （中同協第20回定時総会活動方針より）

教育とは違います。心や精神のあり方を一面的に強調す
る教育は、人間を社会的存在として科学的にとらえてお
りませんので、結果としてあまり効果は期待できないで
しょう。
　以上の4つの社員教育の考え方を大きくわけると、2つ
の流れがあることがわかります。ひとつは、基礎的学力を
軽視し、知性を豊かに育てる視点を欠き、感情や感覚面を
特別に重視する流れです。第 2は基礎的学力や科学的認
識力を重視し、豊かな知性をベースに豊かな感性を育てよ
うとする流れです。「できないのも個性のうち」とし、「関
心・意欲・態度」を一面的に重視し、「基礎的学力」を軽

共同求人活動を進める上での
留意点

　各地とも共同求人委員会を中心に、さらに活動の充実を
はかっていく上で、次の点を留意して進めることが大切で
す。
①�　共同求人活動に参加する意義を会内に系統的に宣伝
し、参加企業の数を毎年ふやしていきましょう。新卒者
を計画的に採用することは、企業の若返りをはかり、高
齢化対策になります。新卒者を採用するためには、経
営指針の作成、社内諸規定の整備など企業体質の近代
化が迫られます。そのため、同友会の共同求人活動に
参加することは、企業の体質改善をはかる契機となって
います。また、毎年参加することは社会的にも企業の前
向きな姿勢をアピールすることになります。
②�　企業の欲しい人材を獲得できるかどうかはトップの熱
意にかかっており、トップが先頭に立って学生や大学に
働きかけることが大切です。共同求人委員会や事務局、
あるいは自社の人事担当者任せにせず、経営者が熱心
に参加することによって成果が上がります。
③�　学校と同友会とのパイプを太くし、教師、就職課の皆
さんに同友会の理念と共同求人活動の性格をよく理解
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ることは、むしろ当然のことと割り切って考えなければな
りません。その意味で労使は相互に独立した人格と権利を
もった対等な関係にあるといえます。
　憲法や労働三法などによって労働者は個人的にも、労
働組合としても基本的権利が定められています。経営者と
しては、労働者、労働組合の基本的権利は尊重するとい
う精神がなければ、話し合いの根底基盤が失われることに
なり、とても正常な労使関係の確立はのぞめません。
　しかし、以上のことは〈1．経営者の責任〉の項と対立
するものではありません。すなわち、人格としてまったく
対等であるが、企業の労働時間内では経営権の下におけ
る管理機構や、業務指示の系統は従業員にとって尊重さ
れるべきものです。

3．労使関係における問題の処理について
　中小企業経営者と労働者は経営内において雇用と被雇
用の関係という点で立場がまったくちがうわけですから、
労使の矛盾や紛争がまったくなくなるということは決して
ありません。
　労使の間で日常不断に生まれてくる労働諸条件やその
他多くの問題の処理については、労使が対等な立場で徹
底的に話し合い、労働組合のあるところでは団体交渉の場
において解決することが原則であると考えます。
　団体交渉の内容方法は労使双方の意識水準、歴史の過
程、全人格がすべて投影されるわけですから、一定の公
式などあるはずはありません。
　つまらないことから相互不信を招かないような、ごく一
般的な手法は必要不可欠ですが、基本的には誠心誠意交
渉にのぞむ経営者の姿勢、態度こそ、もっとも大切なこ
とです。経営者が労働者の立場、考え方、感情をできる
かぎり理解しようという姿勢は話し合いの前提であります
し、また労働条件の改善について実行できること、また必
要なことは積極的に取り組むという姿勢が大事です。
　しかし同時に、いわゆるものわかりの良い経営者がイ
コール経営的にすぐれた経営者とはいえません。
　労働条件の改善について、直ちに実行できること、実
行について検討してみること、当面は不可能なことなどを
はっきりさせることが必要です。
　もし、それを実行しなければ経営は前進しないし、経
営者として従業員にも責任を負えないような重要問題につ
いては、全情熱をかたむけて労働者を説得し、あらゆる角
度から理解と協力を求める努力をつくさなければなりませ
ん。

1．経営者の責任
　われわれ中小企業をとりまく情勢や環境は、ますますき
びしさを加え、その中で中小企業経営を維持し発展させる
ことは並大抵のことではありません。しかし、だからといっ
てわれわれ中小企業経営者が情勢の困難さを口実にして
経営者としての責任を十分果たさなかったり、あきらめた
り、なげやりにすることが間違いであることはいうまでも
ありません。
　経営者は「中小企業だから、なにも言わなくても労働者
や労働組合はわかってくれるはずだ」という期待や甘えは
捨て去らねばなりません。これでは自らの責任を果たして
いるとはいえないのです。
　経営者である以上、いかに環境がきびしくとも、時代の
変化に対応して、経営を維持し発展させる責任があります。
　経営者は企業の全機能をフルに発揮させて、企業の合
理化を促進して生産性を高め、企業発展に必要な生産と
利益を確保するために、全力を傾注しなければなりません。
　そのためには、われわれ経営者は資金計画、利益計画
など長期的にも英知を結集して経営を計画し、経営全般に
ついて明確な指針をつくることがなによりも大切です。同
時に現在ほどはげしく移り変わる情勢の変化に対応できる
経営者の能力（判断力と実行力）を要求される時代はあり
ません。
　新製品、新技術の開発につとめ、幹部を育て、社員教
育を推進するなど、経営者としてやらねばならぬことは山
ほどありますが、なによりも実際の仕事を遂行する労働者
の生活を保障するとともに、高い志気のもとに、労働者の
自発性が発揮される状態を企業内に確立する努力が決定
的に重要です。
　経営の全機能を十分に発揮させるキーポイントは、正し
い労使関係を樹立することであるといっても過言ではあり
ません。

2．対等な労使関係
　労使関係とは労働者が労働力を提供し、使用者はその
代償として賃金を支払うという一定の雇用関係であると同
時に、現代においてはこれを軸として生じた社会的関係で
もあります。
　企業内においては、労働者は一定の契約にもとづいて
経営者に労働力を提供するわけですが、労働者の全人格
を束縛するわけではありません。
　契約は双方対等の立場で取り交わされることがたてまえ
ですから、労働者が契約内容に不満をもち、改訂を求め

中小企業における労使関係の見解
（労使見解）
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　労使のコミュニケーションをよくすることは経営者の責
任です。「当社の労働者は、ものわかりが悪い」といくら
愚痴をこぼしても問題は一歩も前進しません。そのために
は、労使間の問題を団体交渉の場で話し合うだけでは不
十分です。
　職場内の会社組織を通じ、その他あらゆる機会をとらえ
て、労使の意思の疎通をはかり、それぞれの業界や企業
のおかれている現状や、経営者の考え、姿勢をはっきり説
明すると同時に、労働者の意見や、感情をできるだけ正し
くうけとめる常日頃の努力が必要です。

4．賃金と労使関係について
　労働者と労働組合は、高い経済要求をもっており、労
働時間の短縮をつよくのぞんでいます。経済的要求につい
ては、高度成長政策、インフレ政策のもとでの労働者の生
活実態をよく考え、産業別、業種別、地域別、同業同規
模企業などの賃金実態、初任給などを比較検討し、その
上で誠意をもって話し合い、交渉するという態度を堅持し
ます。
　しかし現実には、企業の力量をよく見きわめ、企業発展
の経営計画をあきらかにしめし、長期、短期の展望のなか
で、妥協できる節度のある賃金の引き上げをはかることが
のぞましいと考えます。そのためにも
　1．社会的な賃金水準、賃上げ相場
　2．企業における実際的な支払い能力、力量
　3．物価の動向
　という三つの側面を正確につかみ、労働者に誠意をもっ
て説得し、解決をはかり、一方、その支払い能力を保証す
るための経営計画を、労働者に周知徹底させることが必
要です。このように節度ある賃金の引き上げをはかるため
にも労使が協力しなければ達成できないでしょう。
　経営者は昇給の時期、その最低率（額）および賞与の
時期、その最低率（額）と方法などについて明確にできる
ものは規定化するよう努力すべきです。
　また、労働者と労働組合が、きわめて強い関心をもって
いる労働時間の短縮についても社会的趨勢としてこれをと
らえ、一歩一歩着実に、産業別や業界の水準に遅れぬよう、
そのプログラムを事前に組む必要があります。

5．労使における新しい問題
　産業構造高度化の進展と、ぎりぎりまでの近代化、合
理化の進行の過程の中で労働者の人間性回復の問題が新
しく登場します。
　労働者の職場選択の最大の要素として「やりがいのあ
る仕事」が第一位にランクされています。労働者の雇用の
促進と定着性の問題を考えてみても、このことは、非常に
大切です。労使関係には、ただたんに経済的な労働条件
だけでは解決できない要素があることを重視する必要があ

ります。
　労働は苦痛であるという面もありますが、その中で労働
者は「やりがいのある仕事」、労働に対する誇りと喜びを
求めていることも事実です。
　技術革新の進む中で、仕事はますます単純化され合理
化されるので、なおいっそう、労働者の労働に対する自発
性と創意性をいかに作り出していくかは、とくに中小企業
家の関心をもつべき大きな課題です。

6．労使関係の新しい次元への発展
　われわれは、労使関係について長い苦悩にみちた失敗
の経験と、いくつかの成功の経験をもっています。しかし、
まだ経験を一般化するまでに経験の交流と討議を経てい
ません。
　労働組合がつくられて間もない経営、頻繁にストライキ
を反復され、労使紛争のたえない経営、二つの分裂した
労組のある経営、労働組合がつくられ、長い年月を経て相
互の切磋琢磨によって高い次元にまで達した労使関係をも
つ経営などがあります。
　われわれ中小企業家は、その企業内の労働者と労働組
合の団結の強さの度合い、上部組織の関係、その思想意
識の状態などに十分対応できる能力をもたなければならな
いと考えます。
　中小企業においては、家族的で人間のふれあいのある
労使の関係、労働組合のあるなしにかかわらず、積極的
に労働条件を改善するとともに、意志疎通をはかることに
よって、相互の信頼感が十分に形成されている労使関係
など、中小企業として、社会経済情勢の変化に即応した
労使の関係がつくられてきました。
　しかしある程度の認識や関心をもっていても、労働組合
の結成時や社会経済情勢の激変期、また、誠意をもって
話し合っているにもかかわらず団体交渉において行きづま
りが生じた場合などは、労使の親近感が急速に崩れること
さえあります。
　中小企業といえども、時には対立や紛争状態も避けられ
ない場合があり、このような過程をたどりながら、新しい
次元の相互の信頼へとすすむものと考えます。
　労使は、相互に独立した権利主体として認めあい、話
し合い、交渉して労使問題を処理し、生産と企業と生活
の防衛にあたっては、相互に理解しあって協力する新しい
型の労使関係をつくるべきであると考えます。このような
中小企業における労使の関係が成立する条件はいま、社
会的に成熟しつつあります。

7．�中小企業における労働運動へのわれわれの�
期待

　中同協�（同友会）�は、中小企業をとりまく社会的、経済的、
政治的環境を改善し、中小企業の経営を守り、安定させ、
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生活の場であり、社会的に活動するよりどころとして正し
く理解するよう期待します。

8．中小企業の労使双方にとっての共通課題
　前にも述べたように「中小企業家がいかにして企業努
力を払ったとしても、労使関係に横たわるすべての問題を
企業内で解決することは不可能」です。
　なかでも、物価問題、住宅問題、社会保障問題、福利
厚生施設問題などは企業内では解決できず、当然政府な
らびに自治体の問題、政治的に解決をはからなければなら
ないきわめて重大な問題です。
　これらの問題を解決するために積極的に運動すること
は、中小企業家としての責任であり、また、自己の経営
の労使関係にも重大なかかわりがあるのだ、という自覚を
もって同友会運動をより積極的に前進させなければなりま
せん。
　広く中小企業をとりまく諸環境の改善をめざす同友会運
動は、そこに働く労働者の問題でもあり、その意味におい
て中小企業経営者と中小企業労働者とは、同じ基盤に立っ
ていると考えます。
　中小企業家同友会全国協議会は、ここに参加する中小
企業家のたえまない努力によって、ここに述べられている
ような労使関係の改善と確立のために奮闘するとともに、
全国のすべての中小企業家と労働各団体にもこの見解の
理解を求め、ひろめるよう努力するものです。
� （1975年中同協発表）

日本経済の自主的、平和的な繁栄をめざして運動しています。
　それは、大企業優先政策のもとで、財政、税制、金融、
資材、労働力の雇用や下請関係、大企業との競争関係の
面で多くの改善しなければならない問題をかかえているか
らです。
　そしてまた、中小企業に働く労働者の生活についても深
い関心をはらい、その労働条件の改善についても努力をつ
づけてきました。しかし、必ずしも大企業の水準に達して
いない状態については着実に改善をはからなければならな
いと考えています。
　また中小企業家がいかに企業努力を払ったとしても、労
使関係に横たわるすべての問題を企業内で解決すること
は不可能であり、労働者、労働組合の生活と権利を保障
するために、民主的な相互協力関係をきずきあげる持続的
な努力が双方に課せられると考えます。相互にその立場を
尊重しあい、相手に対して一面的な見方や敵対視する態
度を改めることが必要です。
　公営企業や大企業とちがって、中小企業における「労
働運動の要求とたたかい」においては、中小企業の現実
に立脚して、節度ある「たたかい」を期待するとともに、
労使間の矛盾、問題の処理にあたっては、話し合いを基
本とするルールを尊重して解決点を見出すことを期待しま
す。
　国民生活のゆたかな繁栄のために中小企業の存立と繁
栄は欠くことのできないものであり、中小企業における労
働者、労働組合にとってもその安定性のある企業と職場は



91

資
料

諸
規
程

決
算
書
、
予
算
（
案
）

活
動
方
針
（
案
）

情
勢

活
動
の
ま
と
め

資　料

2．�司会者は、開会の30～ 40分前には会場に入りたいと
ころです。会場のセッティングや、参加者の様子を見て
おくことが大切だからです。初顔の人、馴染の人、業
種や年齢別に声を掛け、参加者の最もホットなニーズを
引き出すのです。早く来る方はおしなべて積極的な人で
すから、司会者の強い味方（？）です。また、担当の事
務局員から参加者の意識状況等もよく聞いて、「今日は
どのくらいのレベルで論議が可能か」を予測してみます。

3．�席には早くついて、後から来た人に声を掛け、名刺交
換を積極的にしたいところです。そうして親しみの持
てるムードをつくるのです。そこで交わした一言二言
を、発言を求めるときの呼び水として活かすことがで
きれば最高です。要は、出席者の気分や感情を尊重し
ながら人柄や関心事をしっかりつかむことです。

●討論の進め方
1．�まず自らを参加者に紹介する（笑顔で、明るく、歯切
れよく、それが好ましい話し方、ムードなんだとなに
げなく伝える。）

2．�参加者を順番に紹介する。（司会が一人ひとりを紹介す
るか、自己紹介かは、その時の状況によるが、あまり
時間をかけない。）

3．�テーマが設定された経過と意味について説明し、討論
すべきポイントを示す。（簡潔に、討論の方向や水準を
示唆する。）

4．�討論のポイント毎にどのくらいの時間を取るかを明確
に示す。

5．�「一回の発言は3分位で」と、はっきり言う。（厳守する）
6．�最初の発言者を指名する。（ムード・メーカーなので厳選）
7．�アトランダムに発言を求める。（席順に回すと緊迫感を
失う。）

8．�誤解を招きそうな発言があったり、討論がテーマから
逸れそうになったら、ベテランに発言を求め、補い、
軌道修正を図る。（さりげなく、如才なく）

9．�司会は、『餅つきの合いの手係り』と心得、感動を顔
やゼスチャーで楽しくやや大きめに表現し、発言を自
然に促すように気を配る。（どんどん手があがるような
ムードをつくる。）

10．�発言にいちいち解説を加えたり、自説を述べたりしな
いように心がけたい。（座がしらけるし、聞き手はそ
れなりに取捨選択をしているもの。）

11．時間できっぱり討論を打切り、参加者に礼を述べる。
12．�最後に、発言者の奥底に秘められた本音と琴線に触
れながら、参加者全員が「そうそう、そうなんだ！」と、
心から納得し、思わず拍手を送りたくなるようなま
とめを簡潔に行う。（このまとめが、参加者に満足を
与えるかどうかの分かれ目）

　司会者は、最も恵まれた立場にあります。参加者を本音で
結び感動を創る脚本家であり、名優であり、演出家だからです！

� 1992.8.13　北海道中小企業家同友会　
� 相談役　大久保尚孝

上手な司会、楽しい討論

●はじめに
　同友会における学び合いは、会員がそれぞれの経験や
知識を持ち寄って、本音で十分論議し、新しい知識を身
につけたり、正確にものを見る力を養うのが基本です。で
すから、どんな会合であろうと出席者に「今日は参加して
よかった」と、思ってもらえるようにすることが大切です。
そのためには、まず何よりも『気軽に安心してものが言え
る雰囲気』をつくることです。そのムードづくりに責任を
持つのが司会者です。さらに、司会者は発言を引き出す演
出家でもあります。言ってしまえば司会者の人柄や力量が
討論の成否を分けるのです。
　ではどうすれば、楽しいムードで中身の濃い論議を引き
出すことが出来るのか、同友会運動を進めるためと、司会
者の立場から皆さんと一緒に考えてみたいと思います。

●十分な準備から
1．�まず、テーマがどんな経過で決められたのかを、主催
者と司会者がよく知っていることが肝腎です。そうす
ると、参加される皆さんがどんな問題意識を持ってく
るか、およその見通しがたちます。それに応えるため
には、どんな資料を揃え、どんな話が求められるかも
分かります。それを発表者や講師にも予め伝えること
です。失礼にならない程度にお話の概略を伺っておく
ことも大切です。出来れば、レジュメを書いていただき、
印刷して配っておければなおよいわけです。参加者の
人数、年齢構成、キャリア、関心の持ち方等も、なる
べく深く広く掌握しておきたいところです。それに応
じて、座席の配置も考えたいからです。

2．�参加者が一方的に話を聞くだけでなく、自らも発言して、
参加意識をもって十分納得していただけるようにする
ためには、極力バズセッション方式（小グループに分
かれて意見を出し合い、その結論を持ち寄って大勢の
意見をまとめる方法）をとりいれるようにしたいもので
す。参加者が多い場合には、予めグループ（7～ 8名、
多くても10名）を分けてセッティングしておくほうが、
時間を節約しスムーズに進行させることができます。
グループ討論の司会者を決めておくことは勿論ですが、
討論が『楽しく』『中身濃く』十分に『深まる』ためには、
司会者をサポート出来るそれなりの人を各グループに
配置しておく（2～ 3名）ことも考えたいところです。

●司会者の心がけ
1．�司会者は、当日のテーマについて豊富に情報を集め、
よく勉強をしておくことが何より大切です。情勢との
関わり、経営からの見方、社会一般の認識、階層別の
意識差等、そして今そのテーマについて、「同友会の理
念に照らしてどう対応すべきなのか、何故か」を考え
てみることです。そこから、どんなところから初め、ど
のように議論を進めればよいかの見当がついてきます。
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私
た
ち
は
、“
ひ
ろ
く
国
民
の
要
求
に
応
え
つ
つ
、
日
本
経
済
を
担
う
中
小
企
業
の
繁

栄
を
!
”
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
と
し
て
、
7
月
6
、
7
日
の
両
日
に
わ
た
っ
て
第
15
回
総
会

を
開
催
し
ま
し
た
。
内
外
情
勢
の
動
向
や
経
営
に
関
わ
る
諸
問
題
に
つ
い
て
真
剣
に
論

議
を
か
わ
し
、
中
小
企
業
を
と
り
ま
く
経
営
環
境
が
一
段
と
厳
し
く
な
っ
て
い
る
事
実

を
認
め
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

同
友
会
は
、
こ
の
よ
う
な
厳
し
い
時
代
が
く
る
こ
と
を
予
見
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
努
力

を
積
み
重
ね
て
参
り
ま
し
た
。
と
り
わ
け
、
激
動
の
時
代
に
対
応
で
き
る
保
障
は
“
人

材
”
に
あ
る
と
考
え
、“
共
同
求
人
”
や
“
社
員
教
育
”
に
力
を
入
れ
て
取
り
組
ん
で
き

ま
し
た
。
本
総
会
に
お
い
て
も
、
記
念
講
演
を
は
じ
め
、
多
く
の
分
科
会
の
中
で
教
育

の
問
題
が
討
論
さ
れ
、
共
に
学
び
あ
う
気
風
に
満
ち
、
新
し
い
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
労

使
の
信
頼
関
係
を
つ
く
る
こ
と
が
、
社
員
教
育
の
基
本
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
。

　

日
本
経
済
と
国
民
生
活
の
真
の
担
い
手
は
中
小
企
業
で
あ
り
、
そ
の
経
営
基
盤
は
国

民
生
活
と
地
域
の
中
に
あ
り
ま
す
。
従
っ
て
中
小
企
業
の
危
機
は
、
日
本
国
民
と
地
域

住
民
の
危
機
で
あ
る
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
現
実
を
考
え
る
時
、

「
共
に
育
ち
合
う
土
壌
づ
く
り
」
と
も
言
う
べ
き
同
友
会
の
社
員
教
育
の
理
念
を
、
企
業

経
営
の
範
囲
の
み
に
と
ど
め
て
お
く
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
今
こ
そ
、
地
域
の
人
々
の
暮

ら
し
を
見
つ
め
、
家
庭
、
学
校
、
社
会
に
お
け
る
教
育
と
結
合
し
て
、“
人
間
が
人
間
と

し
て
息
づ
く
”
環
境
を
共
に
作
り
上
げ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

国
民
の
大
多
数
が
働
い
て
い
る
中
小
企
業
は
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
を
に
な
う
人
間
を

育
て
る
た
め
の
“
た
よ
れ
る
学
校
”
で
も
あ
り
ま
す
。
そ
の
誇
り
と
自
覚
を
も
っ
て
、

社
会
的
責
務
を
は
た
す
こ
と
に
よ
り
中
小
企
業
の
繁
栄
は
約
束
さ
れ
ま
す
。

　

ど
ん
な
に
厳
し
い
時
代
に
な
ろ
う
と
も
、
こ
の
確
信
を
も
っ
て
、
全
国
1
万
5
千
の

同
友
会
員
が
固
く
団
結
し
、
さ
ら
に
同
友
の
輪
を
ひ
ろ
げ
、
従
業
員
と
共
に
日
本
経
済

の
繁
栄
と
国
民
生
活
の
向
上
を
め
ざ
し
て
、
い
っ
そ
う
奮
闘
す
る
こ
と
を
宣
言
し
ま
す
。

　
　
　
　

1
9
8
3
年
7
月
7
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　

中
小
企
業
家
同
友
会
全
国
協
議
会
第
15
回
定
時
総
会

　

総

会

宣

言
（
教
育
宣
言
）
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私
た
ち
は
、「
ひ
ろ
げ
よ
う
同
友
会
の
輪
を
、
ひ
ろ
め
よ
う
同
友
会
の
理
念
を
」
の
ス

ロ
ー
ガ
ン
を
掲
げ
、
7
月
8
日
、
9
日
の
両
日
に
わ
た
り
第
25
回
定
時
総
会
を
、
フ
ロ
ン

テ
ィ
ア
精
神
の
気
に
満
ち
る
北
海
道
の
地
で
開
き
ま
し
た
。
折
し
も
、
世
界
的
な
不
況

か
ら
の
脱
出
を
求
め
て
東
京
サ
ミ
ッ
ト
が
開
催
さ
れ
、
新
し
い
政
治
の
あ
り
よ
う
を
め

ぐ
っ
て
衆
議
院
選
挙
が
激
烈
に
展
開
さ
れ
る
と
い
う
、
ま
さ
に
内
外
情
勢
が
激
し
く
揺

れ
動
く
ま
っ
只
中
で
し
た
。

　

そ
う
し
た
情
勢
を
し
っ
か
り
と
踏
ま
え
て
、
こ
れ
か
ら
の
日
本
に
お
け
る
中
小
企
業

経
営
に
つ
い
て
、
真
剣
に
論
議
し
謙
虚
に
学
び
あ
い
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
経
営
活
動

と
同
友
会
運
動
が
不
離
一
体
で
あ
る
こ
と
を
確
信
し
、
同
友
会
の
理
念
に
基
づ
い
て
地

道
な
努
力
を
積
み
重
ね
て
い
く
こ
と
が
、
企
業
発
展
の
何
よ
り
の
保
障
で
あ
る
こ
と
を

改
め
て
確
認
し
ま
し
た
。

　

最
近
の
景
気
動
向
や
国
民
の
生
活
意
識
の
変
化
は
、
日
本
に
お
け
る
中
小
企
業
の
役

割
の
大
き
さ
を
浮
き
彫
り
に
し
て
い
ま
す
。
中
小
企
業
こ
そ
が
、
国
民
の
暮
ら
し
を
支

え
、
地
域
に
活
力
を
も
た
ら
し
、
日
本
の
未
来
を
担
う
も
の
で
あ
る
こ
と
が
、
広
く
認

識
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
れ
ら
は
、
同
友
会
が
提
唱
し
て
き
た
、
企
業

の
『
科
学
性
・
社
会
性
・
人
間
性
』
が
強
く
求
め
ら
れ
る
時
代
だ
と
い
う
こ
と
で
も
あ

り
ま
す
。

　

い
ま
世
界
は
、
人
類
史
的
と
も
い
え
る
激
動
の
時
代
を
迎
え
て
い
ま
す
。
日
本
も
、

金
権
腐
敗
政
治
か
ら
の
脱
却
を
求
め
る
国
民
の
世
論
が
高
ま
り
大
き
な
変
化
が
始
ま
っ

て
い
ま
す
。
私
た
ち
は
、
い
か
な
る
こ
と
が
あ
っ
て
も
、
地
域
の
発
展
と
、
平
和
で
民
主

的
な
社
会
を
ね
が
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
の
努
力
を
惜
し
ん
で
は
な
ら
な
い
と
考
え

ま
す
。
す
べ
て
の
人
が
、
人
間
ら
し
く
豊
か
に
暮
ら
せ
る
環
境
で
あ
っ
て
こ
そ
、
中
小

企
業
の
繁
栄
が
あ
る
か
ら
で
す
。

　

そ
う
し
た
新
し
い
時
代
の
要
請
に
応
え
る
た
め
、
本
総
会
に
『
21
世
紀
型
中
小
企
業

づ
く
り
』
な
る
課
題
が
提
起
さ
れ
ま
し
た
。
そ
れ
は
次
の
2
点
に
要
約
さ
れ
る
、
い
わ

ば
『
同
友
会
型
企
業
』
と
も
い
う
べ
き
、
新
し
い
時
代
が
求
め
る
企
業
の
あ
り
よ
う
で

あ
り
ま
す
。

　
第
1
に
、
自
社
の
存
在
意
義
を
改
め
て
問
い
な
お
す
と
と
も
に
、
社
会
的
使
命
感
に

燃
え
て
事
業
活
動
を
行
い
、
国
民
と
地
域
社
会
か
ら
の
信
頼
や
期
待
に
高
い
水
準
で
応

え
ら
れ
る
企
業
。

　
第
2
に
、
社
員
の
創
意
や
自
主
性
が
十
分
に
発
揮
で
き
る
社
風
と
理
念
が
確
立
さ

れ
、
労
使
が
共
に
育
ち
あ
い
、
高
ま
り
あ
い
の
意
欲
に
燃
え
、
活
力
に
満
ち
た
豊
か
な

人
間
集
団
と
し
て
の
企
業
。

　

ご
く
当
た
り
前
な
企
業
像
で
あ
り
な
が
ら
、
具
現
化
へ
の
道
程
（
み
ち
の
り
）
は
決

し
て
平
坦
な
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
今
ま
さ
に
直
面
し
て
い
る
政
治
、
社

会
、
経
済
構
造
の
急
激
な
変
化
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
な
ん
と
し
て
も
追
求
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
経
営
課
題
で
す
。
ま
た
、
中
小
企
業
に
か
け
ら
れ
る
期
待
に
応
え
る
た

め
の
、
不
可
欠
要
件
で
も
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
2
日
間
、
情
報
を
交
換
し
認
識
を
深
め
る
に
つ
れ
、
当
面
す
る
経
営
環
境
が
ど

れ
程
厳
し
い
も
の
で
あ
る
か
を
再
認
識
さ
せ
ら
れ
ま
し
た
。
中
小
企
業
の
経
営
に
と
っ

て
、
容
易
な
ら
ざ
る
現
実
で
は
あ
り
ま
す
が
、
私
た
ち
は
自
ら
を
鍛
え
る
試
練
と
考

え
、
全
国
同
友
4
万
人
の
仲
間
と
力
を
合
わ
せ
て
、
困
難
を
克
服
し
て
行
こ
う
と
誓
い

合
い
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
自
主
・
民
主
・
連
帯
の
絆
を
強
化
し
な
が
ら
、
同
友
会
の
理

念
に
立
っ
て
、
企
業
経
営
と
同
友
会
運
動
に
い
っ
そ
う
の
情
熱
を
傾
け
て
行
こ
う
と
、

決
意
を
新
た
に
し
ま
し
た
。

　

私
た
ち
の
そ
の
誓
い
と
決
意
を
胸
に
、
21
世
紀
に
向
け
て
、
中
小
企
業
に
課
せ
ら
れ

た
歴
史
的
使
命
を
果
た
す
べ
く
、
力
強
く
前
進
し
て
行
く
こ
と
を
、
本
総
会
の
名
に
お

い
て
宣
言
し
ま
す
。

　
　
　
　

1
9
9
3
年
7
月
9
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　

中
小
企
業
家
同
友
会
全
国
協
議
会
第
25
回
定
時
総
会

　

総

会

宣

言
（
21
世
紀
型
中
小
企
業
づ
く
り
）
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学
習
権
を
承
認
す
る
か
否
か
は
、
人
類
に
と
っ
て
、
こ
れ
ま
で
に
も
ま
し
て
重
要
な

課
題
と
な
っ
て
い
る
。

　

学
習
権
と
は
、

　
　

読
み
書
き
の
権
利
で
あ
り
、

　
　

問
い
続
け
、
深
く
考
え
る
権
利
で
あ
り
、

　
　

想
像
し
、
創
造
す
る
権
利
で
あ
り
、

　
　

自
分
自
身
の
世
界
を
読
み
と
り
、
歴
史
を
つ
づ
る
権
利
で
あ
り
、

　
　

あ
ら
ゆ
る
教
育
の
手
だ
て
を
得
る
権
利
で
あ
り
、

　
　

個
人
的
・
集
団
的
力
量
を
発
達
さ
せ
る
権
利
で
あ
る
。

　

成
人
教
育
パ
リ
会
議
は
、
こ
の
権
利
の
重
要
性
を
再
確
認
す
る
。

　

学
習
権
は
未
来
の
た
め
に
と
っ
て
お
か
れ
る
文
化
的
ぜ
い
た
く
品
で
は
な
い
。

　

そ
れ
は
、
生
き
残
る
と
い
う
問
題
が
解
決
さ
れ
て
か
ら
生
じ
る
権
利
で
は
な
い
。

　

そ
れ
は
基
礎
的
な
欲
求
が
満
た
さ
れ
た
あ
と
に
行
使
さ
れ
る
よ
う
な
も
の
で
は
な
い
。

　

学
習
権
は
、
人
間
の
存
在
に
と
っ
て
不
可
欠
な
手
段
で
あ
る
。

　

も
し
、
世
界
の
人
々
が
、
食
糧
の
生
産
や
そ
の
他
の
基
本
的
な
人
間
の
欲
求
が
満
た

さ
れ
る
こ
と
を
望
む
な
ら
ば
、
世
界
の
人
々
は
学
習
権
を
も
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

も
し
、
女
性
も
男
性
も
、
よ
り
健
康
な
生
活
を
営
も
う
と
す
る
な
ら
、
彼
ら
は
学
習

権
を
も
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

も
し
、
わ
た
し
た
ち
が
戦
争
を
避
け
よ
う
と
す
る
な
ら
、
平
和
に
生
き
る
こ
と
を
学

び
、
お
互
い
に
理
解
し
合
う
こ
と
を
学
ば
ね
ば
な
ら
な
い
。

　

“
学
習
”
こ
そ
は
キ
ー
ワ
ー
ド
で
あ
る
。

　

学
習
権
な
く
し
て
は
、
人
間
的
発
達
は
あ
り
得
な
い
。

　

学
習
権
な
く
し
て
、
農
業
や
工
業
の
躍
進
も
地
域
の
健
康
の
増
進
も
な
く
、
そ
し

て
、
さ
ら
に
学
習
条
件
の
改
善
も
な
い
で
あ
ろ
う
。

　

こ
の
権
利
な
し
に
は
、
都
市
や
農
村
で
働
く
人
た
ち
の
生
活
水
準
の
向
上
も
な
い
で

あ
ろ
う
。

　

端
的
に
い
え
ば
、
こ
の
よ
う
に
学
習
権
を
理
解
す
る
こ
と
は
、
今
日
の
人
類
に
と
っ

て
決
定
的
に
重
要
な
諸
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
、
わ
た
し
た
ち
が
な
し
う
る
最
善
の

貢
献
の
一
つ
な
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
学
習
権
は
た
ん
な
る
経
済
発
展
の
手
段
で
は
な
い
。
そ
れ
は
基
本
的
権
利

の
一
つ
と
し
て
と
ら
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
学
習
活
動
は
あ
ら
ゆ
る
教
育
活
動
の

中
心
に
位
置
づ
け
ら
れ
、
人
々
を
、
な
り
ゆ
き
ま
か
せ
の
客
体
か
ら
、
自
ら
の
歴
史
を

つ
く
る
主
体
に
変
え
て
い
く
も
の
で
あ
る
。

　

そ
れ
は
基
本
的
人
権
の
一
つ
で
あ
り
、
そ
の
正
当
性
は
普
遍
的
で
あ
る
。
学
習
権

は
、
人
類
の
一
部
の
も
の
に
限
定
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
男
性
や
工
業
国
や

有
産
階
級
や
、
学
校
教
育
を
受
け
ら
れ
る
幸
運
な
若
者
た
ち
だ
け
の
、
排
他
的
特
権
で

あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
本
パ
リ
会
議
は
、
す
べ
て
の
国
に
対
し
、
こ
の
権
利
を
具
体
化

し
、
す
べ
て
の
人
々
が
効
果
的
に
そ
れ
を
行
使
す
る
の
に
必
要
な
条
件
を
つ
く
る
よ
う

に
要
望
す
る
。

�

　
　
（
以
下　

略
）

●
ユ
ネ
ス
コ　

学
習
権
宣
言
（
抜
粋
）

　
　
　
　

１
９
８
５
年
３
月
29
日

　
　
　
　
　
　
　
　

第
4
回
ユ
ネ
ス
コ
国
際
成
人
教
育
会
議
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資
料

諸
規
程

決
算
書
、
予
算
（
案
）

活
動
方
針
（
案
）

情
勢

活
動
の
ま
と
め

　私たちは、9月5日、6日の両日「オホーツクブルーの空のもと、磨け、輝け企業家の心」をメーンテー
マに、第 27回全道経営者 “共育 ”研究集会を北見で開催しました。そこでは、原油・原材料の異常な
高騰という複雑で厳しい経営環境を突破するために、400名の参加者が 11の分科会で学びを深め、自主・
民主・連帯の精神で地域と共に同友会三つの目的を全面的に実践することが、新たな経営環境を切り
拓くことを確認いたしました。
　私たちは、2003 年の全国総会で提案された「中小企業憲章」についての学びを深め、2006 年の第
38回定時総会から「中小企業振興基本条例の改定・制定」を重点方針に掲げてまいりました。2007 年
4月には、全道の先陣を切って帯広市が「帯広市中小企業振興基本条例」を施行、翌 2008 年 4月には
政令都市初の「札幌市中小企業振興条例」が施行されています。釧路市や別海町なども、条例づくり
に向けて動きだし、全道各地にうねりとなって広がりつつあります。
　「中小企業振興基本条例」の制定は、①地域資源を見直し、②中小企業のはたす役割と責任を再認識し、
③行政や他団体との協力・協同関係を強めることによって、中小企業と地域経済に新たな可能性を生
み出します。
　私たちは2日間の学びを地域の中で生かすために、自社の体質強化に取り組むとともに、全道すべて
の地方自治体が「中小企業振興基本条例」の改定・制定に取り組むよう働きかけていこうではありませ
んか。
　「すべての市町村に中小企業振興基本条例を、会員のいない市町村には新しい会員を増やそう！」を
合言葉に運動の輪を広げ、中小企業と北海道の未来を自らの手で創りあげて参りましょう。その誓いと
決意を胸に、明日から新たな前進を始めることを本研究集会の名において宣言します。

　　2008 年 9月 6日
北海道中小企業家同友会

第 27回全道経営者“共育”研究集会

中小企業振興基本条例をすべての地方自治体に
〜第 27 回全道経営者 “共育 ”研究集会宣言〜
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・�

中
小
企
業
が
誇
り
を
持
っ
て
自
立
す
る
こ
と
や
、
地
域
へ

の
貢
献
を
始
め
社
会
的
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
を
高
く
評

価
す
る

・�
家
族
経
営
の
持
つ
意
義
へ
の
意
識
を
強
め
、
ま
た
、
事
業

承
継
を
円
滑
化
す
る

・�

中
小
企
業
の
声
を
聴
き
、
ど
ん
な
問
題
も
中
小
企
業
の
立

場
で
考
え
、
政
策
評
価
に
つ
な
げ
る

・�

地
域
経
済
団
体
、
取
引
先
企
業
、
民
間
金
融
機
関
、
教

育
・
研
究
機
関
や
産
業
支
援
人
材
な
ど
の
更
な
る
理
解
と

協
力
を
促
す

・
地
方
自
治
体
と
の
連
携
を
一
層
強
め
る

・
政
府
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む

こ
と
と
す
る
。

3
．
行
動
指
針

　

政
府
は
、
以
下
の
柱
に
沿
っ
て
具
体
的
な
取
組
を
進
め
る
。

一
．
中
小
企
業
の
立
場
か
ら
経
営
支
援
を
充
実
・
徹
底
す
る

　

中
小
企
業
の
技
術
力
向
上
の
た
め
、
も
の
づ
く
り
分
野
を

始
め
と
す
る
技
術
開
発
、
教
育
・
研
究
機
関
、
他
企
業
な
ど

と
の
共
同
研
究
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
競
争
力
の
鍵
と
な

る
企
業
集
積
の
維
持
・
発
展
を
図
る
。
ま
た
、
業
種
間
で
の

連
携
・
共
同
化
や
知
的
財
産
の
活
用
を
進
め
、
中
小
企
業
の

事
業
能
力
を
強
め
る
。
経
営
支
援
の
効
果
を
高
め
る
た
め
、

支
援
人
材
を
育
成
・
増
強
し
、
地
域
経
済
団
体
と
の
連
携
に

よ
る
支
援
体
制
を
充
実
す
る
。

二
．
人
材
の
育
成
・
確
保
を
支
援
す
る

　

中
小
企
業
の
要
諦
は
人
材
に
あ
る
。
働
く
人
々
が
積
極
的

に
自
己
研
鑽
に
取
り
組
め
る
よ
う
能
力
開
発
の
機
会
を
確
保

す
る
。
魅
力
あ
る
中
小
企
業
へ
の
就
業
や
起
業
を
促
し
、
人

材
が
大
企
業
信
仰
に
と
ら
わ
れ
な
い
よ
う
、
各
学
校
段
階
を

通
じ
て
健
全
な
勤
労
観
や
職
業
観
を
形
成
す
る
教
育
を
充
実

す
る
。
ま
た
、
女
性
、
高
齢
者
や
障
害
者
を
含
め
働
く
人
々

に
と
っ
て
質
の
高
い
職
場
環
境
を
目
指
す
。

三
．
起
業
・
新
事
業
展
開
の
し
や
す
い
環
境
を
整
え
る

　

資
金
調
達
を
始
め
と
す
る
起
業
・
新
分
野
進
出
時
の
障
壁

を
取
り
除
く
。
ま
た
、
医
療
、
介
護
、
一
次
産
業
関
連
分
野

や
情
報
通
信
技
術
関
連
分
野
な
ど
今
後
の
日
本
を
支
え
る
成

長
分
野
に
お
い
て
、
中
小
企
業
が
積
極
的
な
事
業
を
展
開
で

き
る
よ
う
制
度
改
革
に
取
り
組
む
。
国
際
的
に
開
か
れ
た
先

進
的
な
起
業
環
境
を
目
指
す
。

四
．
海
外
展
開
を
支
援
す
る

　

中
小
企
業
が
海
外
市
場
の
開
拓
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
官

民
が
連
携
し
た
取
組
を
強
め
る
。
ま
た
、
支
援
人
材
を
活
用

し
つ
つ
、
海
外
の
市
場
動
向
、
見
本
市
関
連
な
ど
の
情
報
の

提
供
、
販
路
拡
大
活
動
の
支
援
、
知
的
財
産
権
ト
ラ
ブ
ル
の

解
決
な
ど
の
支
援
を
行
う
。
中
小
企
業
の
国
際
人
材
の
育
成

や
外
国
人
材
の
活
用
の
た
め
の
支
援
を
も
進
め
、
中
小
企
業

の
真
の
国
際
化
に
つ
な
げ
る
。

五
．
公
正
な
市
場
環
境
を
整
え
る

　

中
小
企
業
の
正
当
な
利
益
を
守
る
法
令
を
厳
格
に
執
行

し
、
大
企
業
に
よ
る
代
金
の
支
払
遅
延
・
減
額
を
防
止
す
る

と
と
も
に
、
中
小
企
業
に
不
合
理
な
負
担
を
招
く
過
剰
な
品

質
の
要
求
な
ど
の
行
為
を
駆
逐
す
る
。
ま
た
、
国
及
び
地
方

自
治
体
が
中
小
企
業
か
ら
の
調
達
に
配
慮
し
、
受
注
機
会
の

確
保
や
増
大
に
努
め
る
。

六
．
中
小
企
業
向
け
の
金
融
を
円
滑
化
す
る

　

不
況
、
災
害
な
ど
か
ら
中
小
企
業
を
守
り
、
ま
た
、
経

営
革
新
や
技
術
開
発
な
ど
を
促
す
た
め
の
政
策
金
融
や
、
起

業
、
転
業
、
新
事
業
展
開
な
ど
の
た
め
の
資
金
供
給
を
充
実

す
る
。
金
融
供
与
に
当
た
っ
て
は
、
中
小
企
業
の
知
的
資
産

を
始
め
事
業
力
や
経
営
者
の
資
質
を
重
視
し
、
不
動
産
担
保

や
保
証
人
へ
の
依
存
を
減
ら
す
。
そ
の
た
め
に
も
、
中
小
企

業
の
実
態
に
則
し
た
会
計
制
度
を
整
え
、
経
営
状
況
の
明
確

化
、
経
営
者
自
身
に
よ
る
事
業
の
説
明
能
力
の
向
上
、
資
金

調
達
力
の
強
化
を
促
す
。

七
．
地
域
及
び
社
会
に
貢
献
で
き
る
よ
う
体
制
を
整
備
す
る

　

中
小
企
業
が
、
商
店
街
や
地
域
経
済
団
体
と
連
携
し
て

行
う
も
の
も
含
め
、
高
齢
化
・
過
疎
化
、
環
境
問
題
な
ど
地

域
や
社
会
が
抱
え
る
課
題
を
解
決
し
よ
う
と
す
る
活
動
を
広

く
支
援
す
る
。
祭
り
や
、
ま
ち
お
こ
し
な
ど
地
域
の
つ
な
が

り
を
強
め
る
活
動
へ
の
中
小
企
業
の
参
加
を
支
援
す
る
。
ま

た
、
熟
練
技
能
や
伝
統
技
能
の
継
承
を
後
押
し
す
る
。

八
．�

中
小
企
業
へ
の
影
響
を
考
慮
し
政
策
を
総
合
的
に
進

め
、
政
策
評
価
に
中
小
企
業
の
声
を
生
か
す

　

関
係
省
庁
の
連
携
は
、
起
業
・
転
業
・
新
事
業
展
開
へ
の

支
援
策
の
有
効
性
を
高
め
る
。
中
小
企
業
庁
を
始
め
、
関
係

省
庁
が
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
一
体
性
を
強
め
て
、
産
業
、
雇

用
、
社
会
保
障
、
教
育
、
金
融
、
財
政
、
税
制
な
ど
総
合
的

に
中
小
企
業
政
策
を
進
め
る
。
そ
の
際
、
地
域
経
済
団
体
の

協
力
を
得
つ
つ
、
全
国
の
中
小
企
業
の
声
を
広
く
聴
き
、
政

策
効
果
の
検
証
に
反
映
す
る
。

（
結
び
）

　

世
界
経
済
は
、
成
長
の
中
心
を
欧
米
か
ら
ア
ジ
ア
な
ど
の

新
興
国
に
移
し
、
ま
た
、
情
報
や
金
融
が
短
時
間
の
う
ち
に

動
く
と
い
う
構
造
的
な
変
化
を
激
し
く
し
て
い
る
。
一
方
で
、

我
が
国
で
は
少
子
高
齢
化
が
進
む
中
、
こ
れ
か
ら
は
、
一
人
ひ

と
り
が
、
力
を
伸
ば
し
発
揮
す
る
こ
と
が
、
か
つ
て
な
く
重

要
性
を
高
め
、
国
の
死
命
を
制
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
た
が
っ

て
、
起
業
、
挑
戦
意
欲
、
創
意
工
夫
の
積
み
重
ね
が
一
層
活
発

と
な
る
よ
う
な
社
会
へ
の
変
革
な
く
し
て
は
、
こ
の
国
の
将
来

は
危
う
い
。
変
革
の
担
い
手
と
し
て
の
中
小
企
業
へ
の
大
い
な

る
期
待
、
そ
し
て
、
中
小
企
業
が
果
敢
に
挑
戦
で
き
る
よ
う
な

経
済
社
会
の
実
現
に
向
け
て
の
決
意
を
政
府
と
し
て
宣
言
す
る
。
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資
料

諸
規
程

決
算
書
、
予
算
（
案
）

活
動
方
針
（
案
）

情
勢

活
動
の
ま
と
め

　

中
小
企
業
は
、
経
済
を
牽
引
す
る
力
で
あ
り
、
社
会
の
主

役
で
あ
る
。
常
に
時
代
の
先
駆
け
と
し
て
積
極
果
敢
に
挑
戦

を
続
け
、
多
く
の
難
局
に
遭
っ
て
も
、
こ
れ
を
乗
り
越
え
て

き
た
。
戦
後
復
興
期
に
は
、
生
活
必
需
品
へ
の
旺
盛
な
内
需

を
捉
え
る
と
と
も
に
、
輸
出
で
新
市
場
を
開
拓
し
た
。
オ
イ

ル
シ
ョ
ッ
ク
時
に
は
、
省
エ
ネ
を
進
め
、
国
全
体
の
石
油
依
存

度
低
下
に
も
寄
与
し
た
。
急
激
な
円
高
に
翻
弄
さ
れ
て
も
、

産
地
で
連
携
し
て
新
分
野
に
挑
み
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
も
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
活
用
な
ど
で
活
路
を
見
出
し
た
。

　

我
が
国
は
、
現
在
、
世
界
的
な
不
況
、
環
境
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
制
約
、
少
子
高
齢
化
な
ど
に
よ
る
停
滞
に
直
面
し
て
い

る
。
中
小
企
業
が
そ
の
力
と
才
能
を
発
揮
す
る
こ
と
が
、
疲

弊
す
る
地
方
経
済
を
活
気
づ
け
、
同
時
に
ア
ジ
ア
な
ど
の
新

興
国
の
成
長
を
も
取
り
込
み
日
本
の
新
し
い
未
来
を
切
り
拓

く
上
で
不
可
欠
で
あ
る
。

　

政
府
が
中
核
と
な
り
、
国
の
総
力
を
挙
げ
て
、
中
小
企

業
の
持
つ
個
性
や
可
能
性
を
存
分
に
伸
ば
し
、
自
立
す
る
中

小
企
業
を
励
ま
し
、
困
っ
て
い
る
中
小
企
業
を
支
え
、
そ
し

て
、
ど
ん
な
問
題
も
中
小
企
業
の
立
場
で
考
え
て
い
く
。
こ

れ
に
よ
り
、
中
小
企
業
が
光
り
輝
き
、
も
っ
て
、
安
定
的
で

活
力
あ
る
経
済
と
豊
か
な
国
民
生
活
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
、

こ
こ
に
中
小
企
業
憲
章
を
定
め
る
。

1
．
基
本
理
念

　

中
小
企
業
は
、
経
済
や
く
ら
し
を
支
え
、
牽
引
す
る
。

創
意
工
夫
を
凝
ら
し
、
技
術
を
磨
き
、
雇
用
の
大
部
分
を
支

え
、
く
ら
し
に
潤
い
を
与
え
る
。
意
思
決
定
の
素
早
さ
や
行

動
力
、
個
性
豊
か
な
得
意
分
野
や
多
種
多
様
な
可
能
性
を
持

つ
。
経
営
者
は
、
企
業
家
精
神
に
溢
れ
、
自
ら
の
才
覚
で
事

業
を
営
み
な
が
ら
、
家
族
の
み
な
ら
ず
従
業
員
を
守
る
責
任

を
果
た
す
。
中
小
企
業
は
、
経
営
者
と
従
業
員
が
一
体
感
を

発
揮
し
、
一
人
ひ
と
り
の
努
力
が
目
に
見
え
る
形
で
成
果
に

結
び
つ
き
易
い
場
で
あ
る
。

　

中
小
企
業
は
、
社
会
の
主
役
と
し
て
地
域
社
会
と
住
民
生

活
に
貢
献
し
、
伝
統
技
能
や
文
化
の
継
承
に
重
要
な
機
能
を

果
た
す
。
小
規
模
企
業
の
多
く
は
家
族
経
営
形
態
を
採
り
、

地
域
社
会
の
安
定
を
も
た
ら
す
。

　

こ
の
よ
う
に
中
小
企
業
は
、
国
家
の
財
産
と
も
い
う
べ
き

存
在
で
あ
る
。
一
方
で
、
中
小
企
業
の
多
く
は
、
資
金
や
人

材
な
ど
に
制
約
が
あ
る
た
め
、
外
か
ら
の
変
化
に
弱
く
、
不

公
平
な
取
引
を
強
い
ら
れ
る
な
ど
数
多
く
の
困
難
に
晒
さ
れ

て
き
た
。
こ
の
中
で
、
大
企
業
に
重
き
を
置
く
風
潮
や
価
値

観
が
形
成
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
金
融
分
野
に
端
を
発
す

る
国
際
的
な
市
場
経
済
の
混
乱
は
、
却
っ
て
大
企
業
の
弱
さ

を
露
わ
に
し
、
世
界
的
に
も
こ
れ
ま
で
以
上
に
中
小
企
業
へ

の
期
待
が
高
ま
っ
て
い
る
。
国
内
で
は
、
少
子
高
齢
化
、
経

済
社
会
の
停
滞
な
ど
に
よ
り
、
将
来
へ
の
不
安
が
増
し
て
い

る
。
不
安
解
消
の
鍵
と
な
る
医
療
、
福
祉
、
情
報
通
信
技

術
、
地
球
温
暖
化
問
題
を
始
め
と
す
る
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

な
ど
は
、
市
場
の
成
長
が
期
待
で
き
る
分
野
で
も
あ
る
。

中
小
企
業
の
力
が
こ
れ
ら
の
分
野
で
発
揮
さ
れ
、
豊
か
な

経
済
、
安
心
で
き
る
社
会
、
そ
し
て
人
々
の
活
力
を
も
た
ら

し
、
日
本
が
世
界
に
先
駆
け
て
未
来
を
切
り
拓
く
モ
デ
ル
を

示
す
。

　

難
局
の
克
服
へ
の
展
開
が
求
め
ら
れ
る
こ
の
よ
う
な
時
代

に
こ
そ
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
意
欲
を
持
っ
て
努
力
と
創
意
工

夫
を
重
ね
る
こ
と
に
高
い
価
値
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
中
小
企
業
は
、
そ
の
大
い
な
る
担
い
手
で
あ
る
。

2
．
基
本
原
則

　

中
小
企
業
政
策
に
取
り
組
む
に
当
た
っ
て
は
、
基
本
理
念

を
踏
ま
え
、
以
下
の
原
則
に
依
る
。

一
．�

経
済
活
力
の
源
泉
で
あ
る
中
小
企
業
が
、

そ
の
力
を
思
う
存
分
に
発
揮
で
き
る
よ
う
支
援
す
る

　

資
金
、
人
材
、
海
外
展
開
力
な
ど
の
経
営
資
源
の
確
保

を
支
援
し
、
中
小
企
業
の
持
て
る
力
の
発
揮
を
促
す
。
そ
の

際
、
経
営
資
源
の
確
保
が
特
に
困
難
で
あ
る
こ
と
の
多
い
小

規
模
企
業
に
配
意
す
る
。
中
小
企
業
組
合
、
業
種
間
連
携
な

ど
の
取
組
を
支
援
し
、
力
の
発
揮
を
増
幅
す
る
。

二
．
起
業
を
増
や
す

　

起
業
は
、
人
々
が
潜
在
力
と
意
欲
を
、
組
織
の
枠
に
と
ら

わ
れ
ず
発
揮
す
る
こ
と
を
可
能
に
し
、
雇
用
を
増
や
す
。
起

業
促
進
策
を
抜
本
的
に
充
実
し
、
日
本
経
済
を
一
段
と
活
性

化
す
る
。

三
．�

創
意
工
夫
で
、
新
し
い
市
場
を
切
り
拓
く

中
小
企
業
の
挑
戦
を
促
す

　

中
小
企
業
の
持
つ
多
様
な
力
を
発
揮
し
、
創
意
工
夫
で
経

営
革
新
を
行
う
な
ど
多
く
の
分
野
で
自
由
に
挑
戦
で
き
る
よ

う
、
制
約
の
少
な
い
市
場
を
整
え
る
。
ま
た
、
中
小
企
業
の

海
外
へ
の
事
業
展
開
を
促
し
、
支
え
る
政
策
を
充
実
す
る
。

四
．
公
正
な
市
場
環
境
を
整
え
る

　

力
の
大
き
い
企
業
と
の
間
で
実
質
的
に
対
等
な
取
引
や
競

争
が
で
き
ず
、
中
小
企
業
の
自
立
性
が
損
な
わ
れ
る
こ
と
の

な
い
よ
う
、
市
場
を
公
正
に
保
つ
努
力
を
不
断
に
払
う
。

五
．�

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
整
備
し
、

中
小
企
業
の
安
心
を
確
保
す
る

　

中
小
企
業
は
、
経
済
や
社
会
の
変
化
の
影
響
を
受
け
易
い

の
で
、
金
融
や
共
済
制
度
な
ど
の
面
で
、
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

を
整
え
る
。
ま
た
、
再
生
の
途
を
よ
り
利
用
し
易
い
も
の
と

し
、
再
挑
戦
を
容
易
に
す
る
。

　

こ
れ
ら
の
原
則
に
依
り
、
政
策
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、

中
小
企
業
憲
章

�

平
成
22
年
６
月
18
日

�

閣　

議　

決　

定
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中小企業等振興基本条例（理念型）制定自治体

＊2023年1月1日現在／北海道中小企業家同友会調べ

制定自治体 人口（人） 人　口
構成比

面積
（km2）

面　積
構成比 条例施行日

1 帯広市 169,327 3.1％ 619 0.7％ 2007 年   4 月   1 日
2 下川町 3,547 0.1％ 644 0.8％ 2007 年 12 月 26 日
3 札幌市 1,952,356 36.3％ 1,121 1.3％ 2008 年   4 月   1 日
4 北広島市 59,064 1.1％ 119 0.1％ 2008 年 11 月   1 日
5 釧路市 174,742 3.3％ 1,363 1.6％ 2009 年   4 月   1 日
6 別海町 15,273 0.3％ 1,320 1.6％ 2009 年   4 月   1 日
7 函館市 265,979 4.9％ 678 0.8％ 2010 年   4 月   1 日
8 中標津町 23,774 0.4％ 685 0.8％ 2010 年   4 月   1 日
9 厚岸町 9,778 0.2％ 739 0.9％ 2011 年   4 月   1 日
10 弟子屈町 7,758 0.1％ 775 0.9％ 2011 年   4 月   1 日
11 旭川市 339,605 6.3％ 748 0.9％ 2011 年   7 月   1 日
12 倶知安町 15,018 0.3％ 261 0.3％ 2012 年 12 月 14 日
13 苫小牧市 172,737 3.2％ 561 0.7％ 2013 年   4 月   1 日
14 北見市 121,226 2.3％ 1,428 1.7％ 2013 年   4 月   1 日
15 恵庭市 69,702 1.3％ 295 0.4％ 2013 年   4 月   1 日
16 登別市 49,625 0.9％ 212 0.3％ 2013 年   7 月   4 日
17 音威子府村 832 0.0％ 276 0.3％ 2014 年   4 月   1 日
18 北斗市 46,390 0.9％ 397 0.5％ 2015 年   4 月   1 日
19 根室市 26,917 0.5％ 513 0.6％ 2015 年   4 月   1 日
20 新得町 6,288 0.1％ 1,064 1.3％ 2015 年 12 月   1 日
21 室蘭市 88,564 1.6％ 81 0.1％ 2016 年   4 月   1 日
22 名寄市 29,048 0.5％ 535 0.6％ 2016 年   6 月   6 日
23 陸別町 2,475 0.0％ 609 0.7％ 2016 年   6 月 14 日
24 真狩村 2,103 0.0％ 114 0.1％ 2016 年   6 月 22 日
25 島牧村 1,495 0.0％ 437 0.5％ 2016 年 10 月   1 日
26 士幌町 6,135 0.1％ 259 0.3％ 2017 年   3 月   7 日
27 西興部村 1,116 0.0％ 308 0.4％ 2017 年   3 月   9 日
28 稚内市 36,380 0.7％ 761 0.9％ 2017 年   4 月   1 日
29 足寄町 6,989 0.1％ 1,408 1.7％ 2017 年   4 月   1 日
30 羅臼町 5,415 0.1％ 397 0.5％ 2017 年   4 月   1 日
31 比布町 3,781 0.1％ 87 0.1％ 2017 年   4 月   1 日
32 更別村 3,185 0.1％ 177 0.2％ 2017 年   4 月   1 日
33 木古内町 4,547 0.1％ 222 0.3％ 2017 年   6 月 21 日
34 鹿部町 4,227 0.1％ 110 0.1％ 2017 年   9 月   5 日
35 北竜町 1,981 0.0％ 159 0.2％ 2017 年   9 月 12 日
36 福島町 4,422 0.1％ 187 0.2％ 2018 年   3 月 14 日
37 七飯町 28,120 0.5％ 217 0.3％ 2018 年   3 月 16 日
38 鹿追町 5,542 0.1％ 403 0.5％ 2018 年   3 月 22 日
39 標津町 5,243 0.1％ 625 0.8％ 2018 年   4 月   1 日
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資
料

諸
規
程

決
算
書
、
予
算
（
案
）

活
動
方
針
（
案
）

情
勢

活
動
の
ま
と
め

制定自治体 人口（人） 人　口
構成比

面積
（km2）

面　積
構成比 条例施行日

40 和寒町 3,596 0.1％ 225 0.3％ 2018 年   4 月   1 日
41 津別町 5,008 0.1％ 717 0.9％ 2018 年   4 月   1 日
42 滝上町 2,721 0.1％ 767 0.9％ 2018 年   4 月   1 日
43 訓子府町 5,100 0.1％ 191 0.2％ 2018 年   4 月   1 日
44 斜里町 12,231 0.2％ 737 0.9％ 2018 年   4 月   1 日
45 日高町 12,378 0.2％ 992 1.2％ 2018 年   4 月   1 日
46 浜頓別町 3,881 0.1％ 402 0.5％ 2018 年   6 月   6 日
47 小樽市 121,924 2.3％ 244 0.3％ 2018 年   7 月   3 日
48 利尻町 2,303 0.0％ 77 0.1％ 2019 年   4 月   1 日
49 雄武町 4,525 0.1％ 637 0.8％ 2019 年   4 月   1 日
50 紋別市 23,109 0.4％ 831 1.0％ 2019 年   6 月 17 日
51 佐呂間町 5,362 0.1％ 405 0.5％ 2019 年   6 月 18 日
52 沼田町 3,181 0.1％ 283 0.3％ 2019 年   6 月 24 日
53 雨竜町 2,749 0.1％ 191 0.2％ 2019 年   6 月 27 日
54 新篠津村 3,329 0.1％ 78 0.1％ 2020 年   3 月 10 日
55 新冠町 5,592 0.1％ 586 0.7％ 2020 年   3 月 11 日
56 置戸町 3,092 0.1％ 527 0.6％ 2020 年   3 月 12 日
57 白老町 17,740 0.3％ 426 0.5％ 2020 年   3 月 16 日
58 浜中町 6,061 0.1％ 424 0.5％ 2021 年   4 月   1 日
59 留萌市 22,221 0.4％ 298 0.4％ 2021 年   7 月   1 日
60 音更町 44,807 0.8％ 466 0.6％ 2021 年 12 月 16 日
61 美瑛町 10,292 0.2％ 677 0.8％ 2022 年   2 月 28 日
62 本別町 7,358 0.1％ 392 0.5％ 2022 年   3 月 10 日
63 広尾町 7,030 0.1％ 597 0.7％ 2022 年   4 月   1 日
64 月形町 4,577 0.1％ 150 0.2％ 2022 年   4 月   1 日
65 平取町 5,315 0.1％ 743 0.9％ 2022 年   4 月   1 日
66 壮瞥町 2,922 0.1％ 205 0.2％ 2022 年   4 月   1 日
67 ニセコ町 4,958 0.1％ 197 0.2％ 2022 年 12 月 16 日

小　計 4,124,068 76.6％ 33,379 40.0％
全道計 5,381,733 100.0％ 83,424 100.0％

＊全市町村の37.4％　　＊制定順。人口は2015年10月1日現在（国勢調査）
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2015 年 7月10日
中小企業家同友会全国協議会　会長　鋤柄修

1　�「経営者の資質の向上」を目的に掲げるとともに、個人の尊厳の尊重を重視し「人間尊重経営」を
すすめている中同協では、行事及び活動におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント
は、会員や事務局の個人としての尊厳を不当に傷つける社会的に許されない行為であるとともに、
その力の有効な発揮を妨げ、また、同友会にとっても会内秩序や活動を阻害し、社会的評価に影
響を与える問題と考えています。また、性別役割分担意識に基づく言動は、男女共同参画を阻害し、
セクシュアルハラスメントの発生の原因や背景となることがありますので、注意していきたいもの
です。

2　中同協行事及び活動では下記の行為はやめましょう
　 1）「他人に不快な思いをさせ、同友会の秩序、風紀を乱す行為」
　　①　性的な冗談、からかい、質問
　　②　わいせつ行為や図画の閲覧、配付、掲示
　　③　その他、他人に不快感を与える性的な言動
　 2）「他人の人権を侵害したり、業務を妨害したり、退職を強要する行為」
　　④　性的な噂の流布
　　⑤　身体への不必要な接触
　　⑥　性的な言動により会員や事務局員等の活動意欲を低下させ、能力発揮を阻害する行為
　 3）「脅迫、傷害、賭博又はこれに類する行為及び恥辱等の行為」
　　⑦　交際、性的な関係の強要
　　⑧　性的な言動に対して拒否等を行った会員や事務局員に対する不利益な扱い
　 4）「立場の優位性を背景にした適正な範囲を超える言動や精神的身体的な苦痛を与える行為」
　　⑨　立場の優位性を背景にした言動
　　⑩　いじめ、仲間はずれ、暴力などに類する精神的、身体的苦痛を与える行為
　　　など

3　�中同協行事内の企画（懇親会など）は、「同友会理念」に沿うものとし、参加者同士が交流とする
場となるよう、上記 2の内容を含め、以下のようなことに配慮しましょう。

　 1）性別役割分担を助長するもの（懇親会での接待係など）は行いません
　 2）�会の私物化にもつながり品性が疑われるような企画は、参加者に不快感を与えますので行いま

せん
　 3）二次会会場となる店などがパーティー会場内で「営業活動」を行うことはやめましょう
　 4）�セクシャルハラスメントが起きないように、設営者と参加者自身が節度ある雰囲気をつくりましょ

う
　 5）飲酒の強制は行わないようにしましょう

個人の尊厳の尊重を
ハラスメントで傷つく人が一人もいない活動にしていきましょう
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4 　�この呼びかけの対象は、同友会会員や事務局および会員対象者など中同協行事及び活動にかかわ
る方すべての方を含みます。また、セクシャルハラスメントの場合は異性に対する行為だけでなく、
同性に対する行為も対象となります。相手の立場に立って、普段の言動を振り返り、ハラスメント
のない個人の尊厳を尊重する同友会を作っていきましょう。

5　�会員や事務局がハラスメント行為を行った場合、当該同友会で状況を聞き取り、再発しないように
してください。

　　その場合、次の要素を総合的に判断し、対応しましょう。
　　①　行為の具体的態様（時間・場所・内容・程度）
　　②　当事者同士の関係（会内役職、立場等）
　　③　被害者の対応（訴え等）・心情等

6　相談窓口
　�中同協におけるハラスメントに関する相談（苦情を含む）窓口は次の通りです。電話、メールでの
相談も受け付けますので、一人で悩まずにご相談ください。
　　�また、実際に生じている場合だけでなく、生じる可能性がある場合や放置すれば中同協行事及
び活動の環境が悪化するおそれがある場合や上記 2に当たるかどうか微妙な場合も含め、広く
相談に対応し、事案に対処します。

　　　中小企業家同友会全国協議会　ホームページDOYUNET　「ご意見」欄
　　　　http://www.doyu.jp/mail/
　　　中小企業家同友会全国協議会　事務局　TEL：03-5215-0877　FAX：03-5215-0878
　　　　〒102-0074　東京都千代田区九段南 4-7-16　市ヶ谷KTビル 3F
　　�相談には公平に、相談者だけでなく行為者についても、プライバシーを守って対応しますので
安心してご相談ください。

7　相談者はもちろん、事実関係の確認に協力した方に不利益な取扱いは行いません。

8　�相談を受けた場合には、事実関係を迅速かつ正確に確認し、事実が確認できた場合には、被害者
に対する配慮のための措置及び行為者に対する措置を講じます。また、再発防止策を講じる等適
切に対処します。

9　�セクシャルハラスメントやパワーハラスメント防止に向けた学習を各同友会でも行いましょう。ま
た、本取り組みを通じて、各企業でも取り組みを広げましょう。

参考文献：以下いずれも厚生労働省ホームページから
パンフレット「事業主のみなさん　職場のセクシャルハラスメント対策はあなたの義務です‼」
パンフレット「パワーハラスメント対策導入マニュアル〜予防から事後対応までサポートガイド」
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一般社団法人北海道中小企業家同友会 事務局指針
2017年6月24日

事務局指針

　北海道同友会事務局は同友会運動の主体者として、会員と共に、中小企業の繁栄による北海道経

済の発展に寄与して来ました。

　同友会運動は道なき道を切り拓く運動として生まれ、その先進的な取り組みは中小企業や地域

から大きな期待が寄せられています。

　私たち同友会事務局は、これからも中小企業や地域経済を守り、繁栄させる集団としてまい進し

ていきます。

1．同友会理念に基づき、中小企業の繁栄と地域の発展に取り組みます。

2．会員と共に高い目標に挑戦することで成長する集団を目指します。

3．謙虚に学びあい、連帯し、同友会運動を推進していきます。

4．互いに信頼し、一人ひとりが豊かな人生をおくることが出来る事務局をつくります。

事務局行動指針

1．会員の声を聴き取り、信頼関係を構築し、活動へ反映させます。

2．同友会運動を通じて、創造的に会員・地域の課題解決を推進します。

3．同友会運動を広げる「会員増強」に取り組みます。

4．会員のパートナーとして、多面的な要求に応えられる学習に努めます。

5．�「入局して良かった」 「働き続けて良かった」 「人生が豊かになった」 という事務局を�

役員とも連携しながら、自分たちの知恵と努力でつくります。




